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科学技術振興機構（ＪＳＴ） 
Tel：03-5214-8404（広報課） 
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社会技術研究開発事業における 

２０２３年度新規採択プロジェクトの決定について 

ＪＳＴ（理事長 橋本 和仁）は、社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ）が推進す

る社会技術研究開発事業において、２０２３年度の新規採択プロジェクトを決定しました

（別紙１、別紙２、別紙３、別紙４）。 

社会技術研究開発は、現存する社会問題の解決や将来起こり得る社会問題への対処など

を通して、新たな社会的・公共的価値の創出を目指す事業です。社会問題に関係するさま

ざまな関与者と研究者が協働するためのネットワークを構築し、競争的環境下で自然科学

と人文・社会科学の知識を活用した研究開発を推進します。 

今回は、「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム（社会的孤立・孤独の予防

と多様な社会的ネットワークの構築）」、「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬ

ＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム」、「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プ

ログラム（シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」について提案を募集し

た結果、大学や国立研究開発法人など多様な提案者から応募がありました。 

募集締め切り後、プログラム総括、プログラム総括補佐およびプログラムアドバイザー

が書類選考と面接選考による事前評価を実施し、採択プロジェクトを決定しました。 

 

 各プログラムの応募数と採択数は以下の通りです。 

｢ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）｣ 

（プログラム総括 浦 光博 追手門学院大学 教授／広島大学 名誉教授） 

 募集期間：２０２３年４月６日（木）～６月７日（水）正午 

 応 募 数：３４件 

 採 択 数：研究開発プロジェクト ３件 

｢科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラ

ム｣ 

（プログラム総括 唐沢 かおり 東京大学 大学院人文社会系研究科 教授） 

 募集期間：２０２３年４月６日（木）～６月７日（水）正午 

 応 募 数：３８件 

 採 択 数：研究開発プロジェクト ３件、プロジェクト企画調査 ３件 

「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

（プログラム総括 ～２０２３年８月３１日（木）関 正雄 放送大学 客員教授／損害 

 保険ジャパン株式会社 経営企画部 シニア アドバイザー） 

（プログラム総括 ２０２３年９月１日（金）～ 川北 秀人 ＩＩＨＯＥ［人と組織と地

球のための国際研究所］ 代表） 
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 募集期間：２０２３年４月６日（木）～６月７日（水）正午 

 応 募 数：６９件 

採 択 数：シナリオ創出フェーズ ３件、ソリューション創出フェーズ ３件 

 

事業やプログラムの詳細は下記ウェブページをご参照ください。 

ホームページＵＲＬ：https://www.jst.go.jp/ristex/ 

 

＜添付資料＞ 

別紙１：社会技術研究開発事業 ２０２３年度新規採択プロジェクト一覧 

別紙２：「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）」 

２０２３年度新規採択プロジェクト概要 

別紙３：「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への 

包括的実践研究開発プログラム」 

２０２３年度新規採択プロジェクト概要 

別紙４：「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

２０２３年度新規採択プロジェクト概要 

参考１：社会技術研究開発事業の実施状況（２０２３年度） 

 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 企画運営室 

〒102-8666 東京都千代田区四番町５番地３ 

東出 学信（ヒガシデ タカノブ） 

Tel：03-5214-0132 Fax：03-5214-0140 

E-mail：boshu[at]jst.go.jp 
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社会技術研究開発事業 

２０２３年度新規採択プロジェクト一覧 

 

１．「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）」 

課題名 研究代表者 

孤立・孤独予防に資する近隣社会環境の多様

性の可視化による戦略的プレイスメイキング 

内平 隆之 

（兵庫県立大学 地域創造機構 教授） 

ＡＹＡ世代がん患者の孤立・孤独を先制的に

一次予防するフィジカル空間とサイバー空間

を融合させたネットワーク介入の開発 

藤森 麻衣子 

（国立がん研究センター がん対策研究所 

サバイバーシップ研究部 室長） 

サービス・モビリティと多形態コミュニティ

の繋がりによる社会的孤立・孤独予防モデル 

米澤 拓郎 

（名古屋大学 大学院工学研究科 准教授） 

 

２．「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発       

プログラム」 

■研究開発プロジェクト 

課題名 研究代表者 

患者市民参画に基づくヒト幹細胞由来の生殖

細胞研究のＥＬＳＩ対応とガバナンス 

加藤 和人 

（大阪大学 大学院医学系研究科 教授） 

「共棲ロボット」との親密な関係形成におけ

るＥＬＳＩに関する越境型文理融合研究 

稲谷 龍彦 

（京都大学 大学院法学研究科 教授） 

再生医療の持続的イノベーション基盤構築に

向けたＥＬＳＩの検討 

八代 嘉美 

（一般社団法人日本再生医療学会 理事） 

■プロジェクト企画調査 

企画調査名 調査代表者 

水の利用と管理に関するＥＬＳＩ検討の企画

調査 

中村 晋一郎 

（名古屋大学 大学院工学研究科 准教授） 

創薬・健康寿命延伸に向けたトライアル・レ

ディコホート展開のためのＥＬＳＩ課題の企

画調査 

長神 風二 

（東北大学 東北メディカル・メガバンク機

構 教授） 

別紙１ 
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環境正義を踏まえた再生可能エネルギー利用

のガバナンスの検討 

丸山 康司 

（名古屋大学 大学院環境学研究科 教授） 

 

３．「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム」 

  （シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

■シナリオ創出フェーズ 

課題名 研究代表者 協働実施者 

科学的根拠に基づくＰＰＰ／ＰＦＩ道

路インフラマネジメント手法の構築と

社会実装 

貝戸 清之 

（大阪大学 大学院工学

研究科 准教授） 

川井 晴至 

（インフロニア・ホール

ディングス株式会社 総

合インフラサービス戦

略部 インフラサービス

改革室 室長） 

複数の運行形態を組み合わせた公共交

通サービスの共創支援シミュレーショ

ン手法の構築 

金森 亮 

（名古屋大学 未来社会

創造機構 モビリティ社

会研究所 特任教授） 

今枝 秀二郞 

（株式会社日建設計総

合研究所 都市部門 研

究員） 

移動困難者の回遊・交流・社会参加を

実現する公共空間マネジメントＤＸプ

ラットフォームのシナリオ創出 

高取 千佳 

（九州大学 大学院芸術

工学研究院 准教授） 

清水 邦之 

（福岡市身体障害者福祉

協会 会長） 

■ソリューション創出フェーズ 

課題名 研究代表者 協働実施者 

感染症制圧用情報技術の実用化に向け

た多施設フィールドトライアル 

奥村 貴史 

（北見工業大学 工学部 

教授） 

佐賀井 祐一 

（北海道 保健福祉部 

感染症対策監） 

Ｊｅｔ Ｐｅｅｒｓ～村づくり主体形

成を支える小水力発電モジュールと多

地域連携プラットフォームの開発～ 

村川 友美 

（株式会社リバー・ヴィ

レッジ 代表取締役） 

島谷 幸宏 

（熊本県立大学 緑の流

域治水研究室／地域共

創拠点運営機構 特別

教授） 

地域ガバナンスに基づく自然資本の適

応的管理：地域とセクターをまたいだ

共助の創出へ 

森 章 

（東京大学 先端科学技

術研究センター 教授） 

中西 将尚 

（知床財団 保護管理部 

参事） 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）」 

２０２３年度新規採択プロジェクト概要 

新規採択プロジェクト① 

孤立・孤独予防に資する近隣社会環境の多様性の可視化による戦略的プレイスメイキング 

研究代表者：内平 隆之（兵庫県立大学 地域創造機構 教授） 

概要 研究開発への参画・協力機関 

解決すべき社会的孤立・孤独の予防に係る問題点としては、第一に、性格が異なれば、

社会との接点の好みや、空間への訪れ方の好みが異なるが、社会システム側が、性格的

少数派を取りこぼさない取り組みに至っていない点、第二に、個人の努力に介入する一

次・二次予防に比べて、社会環境に介入するゼロ次予防の方法は発展課題である点、第

三に、予防の担い手として期待される既存の社会システム側に、社会環境に介入できる

余力がない点が挙げられる。 

本プロジェクトでは、場所からコミュニティーへ、つながりを感じることの助けにな

るプレイスメイキングの方法を公民学連携で共創し、近隣社会環境の多様性を生かして

空間的に処方することで、孤立・孤独を抱えがちな性格の人たちが公共空間に立ち寄り

やすく、ハイリスク者も誘いやすい社会の実現を目指す。本プロジェクトのプレイスメ

イキングとは、コミュニティーの誰もがアクセスできる公共の場で行われる、場所との

通いを構築するための近隣社会環境への介入方法を指す。 

具体的には、孤立・孤独に陥りやすい性格傾向および空間的・社会的・情報的選好を

明らかにし、社会的孤立・孤独メカニズムを理解する。また、社会的孤立・孤独リスク

の可視化と評価手法として、孤立・孤独ゼロ次予防モデルと一次予防モデルを開発し、

近隣社会環境の多様性に基づく予防格差を可視化することで、公共空間や場所性を生か

す合理的根拠を提供する。その上で、社会的孤立・孤独に陥りやすい性格傾向を持った

少数派の空間的・社会的・情報的選好に配慮し、近隣社会環境の多様性を生かした戦略

的なプレイスメイキングを実現するために、公助と共助の連携をエリアコーディネート

する中間支援組織を支える仕組みを構築する。 

この仕組みを通して、本プロジェクトの公民学連携の取り組みを展開・普遍化し、孤

立・孤独を生まない社会につなげることを目指す。 

・兵庫県立大学 

・広島大学 

・山口大学 

・琉球大学 

・姫路商工会議所 都市まちづくり委員会 

・姫路市（公園緑地課など） 

・特定非営利活動法人スローソサエティ協

会 

・一般社団法人ひとネットワークひめじ 
など 

別紙２ 
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新規採択プロジェクト② 

ＡＹＡ世代がん患者の孤立・孤独を先制的に一次予防するフィジカル空間とサイバー空間を融合させたネットワーク介入の開発 

研究代表者：藤森 麻衣子（国立がん研究センター がん対策研究所 サバイバーシップ研究部 室長） 

概要 研究開発への参画・協力機関 

がんの発症はこれまでの生活を根底から一変させることから患者が深刻な孤独を感

じる契機となる。思春期・若年成人（ａｄｏｌｅｓｃｅｎｔ ａｎｄ ｙｏｕｎｇ 

ａｄｕｌｔ：以下ＡＹＡ、１５－３９歳）世代でのがん罹患は、その希少性から患者が

全国に点在し空間的にも孤立している。孤立・孤独によりもたらされる最悪のケースが

自殺であるが、自殺に関して、がん患者では一般人口よりもリスクが高いこと、近年Ａ

ＹＡ世代では自殺リスクが高まっていることが示されている。孤独はさまざまな健康障

害のリスクファクターであることが知られているが、個別性が高く社会ネットワークが

複雑なＡＹＡ世代がん患者の社会的孤立・孤独の実態は世界的に把握されていない。 

本プロジェクトでは、ＡＹＡ世代がん患者の希少性・空間性・個別性に対応する現実

社会（フィジカル空間）と仮想空間（サイバー空間）を融合したサポートを開発する。 

具体的には、①ＡＹＡ世代がん患者、家族、医療者の心理社会的・医学的面接および

質問紙調査により多様な質の社会的孤立・孤独メカニズムを解明し概念化する。②社会

的孤立・孤独の多軸評価指標を開発する。「全国がん登録」（国が一元管理するがん患者

データベース）を用いた自殺数の年次推移モニタリングによりリスクを可視化する。③

フィジカル空間とサイバー空間を融合させた支援介入、スマホアプリによるどこにいて

も受けられる支援システムを開発する。 

ＡＹＡ世代がん患者の問題が患者自身や社会で認識され、支援システムにより、個々

の状態やアンメットニーズ（潜在ニーズ）が把握され必要な支援がフィジカル空間とサ

イバー空間で提供可能となることで、ＡＹＡ世代がん患者の社会的孤立・孤独の一次予

防を図る。さらにはがん以外の課題を抱えるＡＹＡ世代がん患者のみならず、疾病を持

たないより広い世代も対象として、学際的な諸知見に基づいて本プロジェクトの成果の

展開・普遍化に取り組み、社会的孤立・孤独を生まない新たな社会像を描出する。 

・国立がん研究センター 

・東京大学 

・名古屋市立大学 

・早稲田大学 

・日本医科大学 

・特定非営利活動法人がんノート 

など 
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新規採択プロジェクト③ 

サービス・モビリティと多形態コミュニティの繋がりによる社会的孤立・孤独予防モデル 

研究代表者：米澤 拓郎（名古屋大学 大学院工学研究科 准教授） 

概要 研究開発への参画・協力機関 

多様性への理解が進み、画一的な価値観を強いられない社会の実現が目指される一方

で、１）少子高齢化に伴う地方交通網の衰退による物理空間の移動性の低下と、２）情

報過多社会ゆえの、フィルターバブル（好みの情報が自動選別され、似た意見や関心に

狭まる現象）と選択的接触の影響により、個人の興味・思考が固定化されるという情報

空間の移動性の低下が懸念される。近年ではメタバースなど、物理的な移動の必要がな

い新たなコミュニティーの形態も期待されるが、そこへの接触機会や興味がなければ、

人々が頼れる居場所を増やすことは難しい。少数の限られたコミュニティーにのみ依存

し、そこに留まってしまうのならば、誰しも潜在的に社会的孤立・孤独の予備軍である

とも考えられる。 

本プロジェクトではこれらの問題に対し、情報技術やモビリティ技術をツールとして

活用し、時間・空間的な制約に縛られず、偶発的な出会いと愛着を誘引する孤立・孤独

を生まない新たな社会像を描き、その実現を目指す。 

まず、孤立・孤独のメカニズム理解として、新たな情報やコミュニティーに対する人々

の接触機会および参与姿勢を主観・客観的なデータの収集・分析により測り、孤立・孤

独感尺度との関係性を明らかにするとともに、その孤立・孤独のリスク指標化と可視化

を試みる。さらにこの理解に基づき、偶発的な出会いと愛着を誘引するため、「ポータ

ル」としてオンライン・オフラインの多形態のコミュニティーへと接続することが可能

な１）地域の住民が集える「場」と、２）地域を巡るサービス・モビリティ（移動販売

車、移動図書館、移動健診車など）を活用した孤立・孤独予防モデルを構築し、大磯町

において実証を行う。 

本プロジェクトを通して、「多様なつながりを絶えず増やしていくことが、個人の人

生や地域のレジリエンス向上に必要である」という意識を住民、企業、行政、専門家、

支援団体など全員が共有し、それを支援することで、地域全体に社会的孤立・孤独の一

次予防的機能を内包することを図る。 

・名古屋大学 

・東京大学 

・慶應義塾大学 

・インターネットＩＴＳ協議会 

・大磯地方創生事業推進コンソーシアム 

・神奈川県大磯町 

・星槎大学 

・慶應義塾大学 ＳＦＣ研究所 地域ＩｏＴ

と情報力研究コンソーシアム 

・慶應義塾大学 ＳＦＣ研究所 健康情報コ

ンソーシアム 

・Ｔａｏ Ｈａｕｓ 

など 
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＜プログラム総括総評＞ 

浦 光博（追手門学院大学 教授／広島大学 名誉教授） 

 本プログラムは、人・組織・コミュニティー間の多様な社会的つながり・ネットワーク

を実現し、社会的孤立・孤独を生まない社会の創出を目指し、「ＳＤＧｓの達成に向けた共

創的研究開発プログラム」の下に、「社会的孤立枠」として、２０２１年度に発足しました。

さまざまな社会構造の変化を踏まえ、社会的孤立・孤独のメカニズムの解明、孤立・孤独

のリスク評価手法（指標など）および社会的孤立・孤独の予防施策開発と、そのＰｏＣ（概

念実証）までを一体的に推進します。 

 今回の公募においても、社会的孤立・孤独を生まない社会的仕組みを創るという、抜本

的な予防としての一次予防（中長期的にはゼロ次予防に向かうものとして）を強調しまし

た。社会的孤立・孤独の個人的なリスクのみならず、社会の集合的な帰結に対する取り組

みや、世代や属性に共通する要因に着目した、横断的なアプローチも重視しました。 

今年度は本プログラム発足後３回目の公募となりましたが、応募総数は計３４件。提案

は、人文社会科学やライフサイエンス、都市計画などの情報基盤分野や、ＩＣＴや芸術な

どとの融合的なものなど多岐にわたり、対象とする社会的孤立・孤独についても、特定の

属性に限らないものも多く含まれました。書類選考、面接選考を経て、最終的に３件の研

究開発プロジェクトを採択しました。 

 今年度はスモールスタート期間の設定がない中、選考に当たっては、社会的孤立・孤独

の一次予防へのロジックが整理され、道筋が明確であるかという点や、各研究開発要素に

おいて新規性・独創性のある成果を創出し、そのＰｏＣの場として、実践活動を展開して

いけるか、また逆に、すでに行われてきた社会での実践活動の成果や問題点を抽出し、新

規性のある研究開発としていけるか、という点に重点を置きました。また、プログラム全

体における採択候補課題の社会的孤立・孤独や分野、手法、受益者、想定される社会変容

などの位置付けや重複感、バランスにも留意して評価しました。 

 採択したプロジェクトは、社会的孤立・孤独の要因を社会の側に求め、空間的処方とし

て個人の選好に合わせたまちづくりを行い、孤立・孤独を抱えがちな性格の人たちが公共

空間に立ち寄りやすい社会の実現を目指すものや、ＡＹＡ世代（思春期・若年成人世代）

がん患者の希少性・空間性・個別性に対応する現実社会（フィジカル空間）と仮想空間（サ

イバー空間）を融合したサポートを開発するもの、また、情報技術やモビリティ技術によ

り、時間・空間的な制約に縛られず、偶発的な出会いと愛着を誘因するコミュニティーへ

接続する孤立・孤独予防モデルを開発するものとなっています。 

 本プログラムにおいては、社会的孤立・孤独のメカニズム解明や新しい社会像の描出ま

で掘り下げ、そもそも社会的孤立・孤独を生まない社会的仕組みを創るという、抜本的な

予防という観点を、これまでに引き続き、来年度以降も重視します。 

 今後、本プログラムでは、各研究開発プロジェクト間の連携や、各研究開発成果の横断

的・俯瞰（ふかん）的なとりまとめを行い、社会への積極的な発信や、対話を進めていき

たいと考えています。 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）」 

２０２３年度応募数および採択数 

 

○ 応募数および採択数 

応募 面接 採択 採択率 

３４ １０ ３ ８．８％ 

 

○ 女性が研究代表者となっている課題の数 

応募 面接 採択 

１１ ３ １ 

 

○ 研究代表者所属 

 国立大 公立大 私立大 
国研・ 

独法 
公益法人 民間企業 ＮＰＯ 自治体 その他 合計 

応募数 １７ ４ ８ ４ ０ ０ ０ ０ １ ３４ 

面接数 ５ １ ３ １ ０ ０ ０ ０ ０ １０ 

採択数 １ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ３ 

 

○ 応募の地域別内訳（研究代表者所属） 

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 計 

０ １ １５ ６ ７ １ １ ３ ３４ 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）」 

評価者一覧 

 
 氏名 所属・役職 

プログラム 

総括 
浦 光博 追手門学院大学 教授／広島大学 名誉教授 

プログラム 

アドバイザー 

有末 賢 亜細亜大学 都市創造学部 教授 

石井 光太 作家 

稲葉 陽二 元 日本大学 法学部 教授 

宇佐川 邦子 
株式会社リクルート ジョブズリサーチセンター 

センター長 

岸 恵美子 東邦大学 大学院看護学研究科 研究科長／教授 

工藤 啓 認定特定非営利活動法人育て上げネット 理事長 

佐藤 嘉倫 京都先端科学大学 人文学部 学部長、教授 

平田 オリザ 芸術文化観光専門職大学 学長 

藤原 佳典 東京都健康長寿医療センター研究所 副所長 

遊間 和子 株式会社国際社会経済研究所 調査研究部 主幹研究員 

（五十音順、所属・役職は２０２３年９月現在） 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）」 

２０２３年度提案募集概要 

 

１．研究開発プログラムの目標 

本プログラムでは、社会的孤立・孤独のメカニズムを明らかにするとともに、社会的孤

立・孤独を生まない社会像を描出し、人や集団が社会的孤立・孤独に陥るリスクの可視化

や評価手法（指標など）、予防する仕組みの研究開発を推進します。本プログラムの実施を

通して、人・組織・コミュニティー間の多様なつながりやネットワークを実現し、孤立・

孤独を生まない社会の創出を目指します。 

 

２．募集期間 

２０２３年４月６日（木）～６月７日（水）正午 

 

３．研究開発期間・規模 

 研究開発期間：原則３年半 

 研究開発費：１,９００万円／年（直接経費）程度上限 

 

４．研究開発対象 

本プログラムは、さまざまな社会構造の変化を踏まえ、人文・社会科学の知見も活用し、

社会的孤立・孤独のメカニズム理解にまで掘り下げた研究開発が必要なものを対象とし、

研究知と現場知を融合させ、施策現場でのＰｏＣまで実施することを想定しています。 

具体的には以下①②③の研究開発要素を含めた一体的な研究開発を推進します。概念的

な研究にとどまることがないよう、特に研究開発要素③においては、社会的孤立・孤独を

予防する仕組みを実証するための施策現場（国内の特定地域や、学校、職場、コミュニティー

など）を具体化した提案を求めます。 

 

①社会的孤立・孤独メカニズム理解と、社会的孤立・孤独を生まない新たな社会像の描出  

・人や集団の行動、心理、社会的背景の検証から、どのようなメカニズムによって社会的

孤立・孤独が生じるのか、社会的孤立・孤独の状況にある人々の視点も考慮した社会の

在り方を分析します。その結果を基に、予防すべき社会的孤立・孤独を明確にするとと

もに、社会的孤立・孤独を生まない新たな社会像を描出します。 

 

②社会的孤立・孤独リスクの可視化と評価手法（指標など）の開発 

・①で描いた社会像の実現に向け、まず人や集団が社会的孤立・孤独に陥るリスクを早期

にとらえるための可視化や評価手法（指標など）を研究開発します。 

 

③社会的孤立・孤独を予防する社会的仕組み 

・社会的孤立・孤独を予防する社会的仕組み（予防施策）を開発し、②で開発した社会的

孤立・孤独リスクの可視化・評価手法（指標など）も活用した評価・実証を、国内の特

定地域や、学校、職場、コミュニティーなどを対象に行います。 
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５．公募要領、選考スケジュールなどの詳細 

 （提案募集Ｗｅｂサイト） 

 https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/proposal_2023.html 

 （公募要領） 

 https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/files/guideline_koritsu2023_jp.pdf 
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｢科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム｣ 

２０２３年度新規採択プロジェクト概要 

 

新規採択プロジェクト① 

患者市民参画に基づくヒト幹細胞由来の生殖細胞研究のＥＬＳＩ対応とガバナンス 

研究代表者：加藤 和人（大阪大学 大学院医学系研究科 教授） 

概要 
研究開発への 

参画機関 

 本研究では、ｉＰＳ細胞（人工多能性細胞）などの幹細胞からシャーレの中で精子や卵子といった生殖細胞

を作り出す研究（ＩＶＧ研究）を対象に、倫理的・法的・社会的課題（ＥＬＳＩ）の抽出と対応策の検討を行

う。この研究領域では、体内で起こるため研究が難しかった現象を再現し有益な基礎知識が得られる一方、将

来、ヒトで生殖細胞作製が成功した場合、子供を誕生させることの是非などの課題が生じ得る。 

 研究を進める際には関連分野である生殖補助医療領域の規制を念頭に置くとともに、患者・市民パネルをは

じめとする非専門家の参画を得て、基礎研究段階にある先端医科学研究の課題を多様なステークホルダーと

ともに検討する手法を、実践を通して提案する。海外の専門家とも連携して検討を行い、今後必要となるＩＶ

Ｇ研究のＥＬＳＩ対応とガバナンスの在り方をまとめ、国内外の政策関係者や専門家コミュニティー、および

社会全般に向けて発信する。 

・大阪大学 

・横浜市立大学 

・京都大学 

・徳島大学 

 

新規採択プロジェクト②  

「共棲ロボット」との親密な関係形成におけるＥＬＳＩに関する越境型文理融合研究 

研究代表者：稲谷 龍彦（京都大学 大学院法学研究科 教授） 

概要 
研究開発への 

参画機関 

 本プロジェクトは、法学者・ロボット工学者・認知心理学者・文化人類学者によって構成された研究チーム

が、人々と親密な関係を形成しつつ共に生活する「共棲ロボット」から生じるＥＬＳＩの具体的解決策を示す

べく、「共棲ロボット」を開発・供給する企業の協力を得ながら実施する越境型文理融合研究である。具体的

・大阪大学 

・豊橋技術科学大学 

・名古屋大学 

別紙３ 
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には、認知心理学的実験・文化人類学的調査によって得られる、人々の「共棲ロボット」に対する受け止めや、

「共棲ロボット」が人々の認知や振る舞い・意思決定に与える正負の影響についての定量的・定性的なデータ

に基づき、人と「共棲ロボット」の双方がより望ましい状態へと変化し続けていくことを可能とするための法

制度およびロボット技術者倫理について、実践的かつグローバルに展開可能な形で提案する。これにより、

「共棲ロボット」のＥＬＳＩを解決し、その適切な開発および社会実装を促すとともに、その過程において他

の先端科学技術のＥＬＳＩ解決にも展開可能な新たな方法論を開発・提案することにより、本研究プログラム

全体の発展に寄与するものである。 

・京都大学 

・同志社大学 

 

新規採択プロジェクト③ 

再生医療の持続的イノベーション基盤構築に向けたＥＬＳＩの検討 

研究代表者：八代 嘉美（一般社団法人日本再生医療学会 理事） 

概要 
研究開発への 

参画機関 

本プロジェクトでは、新興科学技術（エマージングテクノロジー）である再生医療・細胞治療領域をフィー

ルドとし、再生医療等の安全性の確保等に関する法律（安確法）のもと安全性・有効性の向上やコモディティ

化を目指して行われる医療について、公正かつ公平に行われる要件の検討を行う。具体的には、患者の同意や

社会への適切な情報提供、手続きの適正性など、安全性と健康を最優先とした患者保護を確保しつつ、実際に

患者の健康に寄与する形で医療を提供するために必要な倫理的基準を当該技術の研究当事者が自律的・主体

的に社会と連携し確立する。その結果、社会全体の意思決定や政策形成の質を向上させ、社会全体の利益を考

慮しつつ、再生医療のみならず、広く医療イノベーションを持続的に推進するモデルの実証的な構築を目標と

する。 

・千葉大学 

・国立医薬品食品衛生

研究所   

・国立がん研究セン

ター 

・鳥取大学  

・京都大学 

・津田塾大学 
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＜プログラム総括総評＞ 

唐沢 かおり（東京大学 大学院人文社会系研究科 教授） 

本プログラムは、科学技術が人や社会と調和しながら持続的に新たな価値を創出する社

会の実現を目指し、倫理的・法制度的・社会的課題（Ｅｔｈｉｃａｌ， Ｌｅｇａｌ ａｎ

ｄ Ｓｏｃｉａｌ Ｉｍｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ／Ｉｓｓｕｅｓ：ＥＬＳＩ）を発見・予見し

つつ、責任ある研究・イノベーション（Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎ

ｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ：ＲＲＩ）を進めるための実践的協業モデルの開発を推進するこ

とを目的として、２０２０年度に発足したプログラムです。 

４回目となった２０２３年度公募では、総数３８件の応募をいただき、プログラムアド

バイザーと共に真摯に事前評価を行い、研究開発プロジェクトを３件、プロジェクト企画

調査を３件採択しました。研究開発プロジェクトは、科学技術のＥＬＳＩに真正面から取

り組む試みであることを大前提として、テクノロジーの進展が顕著でＥＬＳＩを検討する

必要性が高いもの、研究開発現場との協業によって実践的なＥＬＳＩ／ＲＲＩ研究として

のインパクトが見込めるもの、ＥＬＳＩの検討を通して、人・社会と科学技術との関係の

本質に迫ろうとする意欲的な試みを積極的に評価しました。プロジェクト企画調査は、次

年度に優れたプロジェクト提案が期待できる課題設定がなされているもの、新たな視座か

らＥＬＳＩ／ＲＲＩ研究を開拓する可能性を期待できるものを中心に採択しました。 

今年度の公募も、昨年度と同様、対象とする科学技術のＥＬＳＩについて、研究開発と

しての高い水準と実践的意義の双方を求めました。評価に当たっては、研究としてのレベ

ルの高さはもとより、ＥＬＳＩを論ずる視座・論点の多様性と明確さ、研究開発や実装現

場との連携、責任ある研究・イノベーションの営みの普及・定着に資する構想であること、

という視点を重視して議論を行いました。採択件数が研究開発プロジェクト・プロジェク

ト企画調査とも３件という制約の中、優れた提案であっても相対評価の点から採択に至ら

なかったものもありました。 

本プログラムの研究開発においては、日本社会が抱える課題を出発点としつつグローバ

ルな視点を組み込むことに加え、「根源的な問い」を設定することを求めています。科学技

術が人や社会の在り方に大きな影響を与える今日、人、社会、科学技術それぞれの本質を

追求する問いが、課題解決に不可欠であるという問題意識がその背景にあります。今年度、

採択した提案については、新たな論点の提示により、これまで本プログラムが行ってきた

議論の深化に貢献することを期待しています。多様な領域の専門知と視点を導入しつつ、

ＥＬＳＩ／ＲＲＩの取り組みが真に人類にとって価値のある社会の実現につながるための

プログラムの基盤的な活動として、取り組んでいきたいと考えています。 

本プログラムの考え方や方向性について、年刊誌「ＲＩｎＣＡジャーナル」やＷｅｂエッ

セイ集、ネットワーキングのイベントなど、さまざまなメディアや活動を通して発信して

いきます。また、国際発信の強化、新たな分野やテーマの発掘・探索にも取り組んでいき

ます。多彩なニーズやシーズ、アイデアをつなぐ場や活動を展開していきたいと考えてい

ますので、大学など研究機関のみならず、イノベーションを目指す民間企業や団体、共創

の場を持つインキュベーターやＵＲＡなど、皆様の積極的な参画をお願いします。 
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｢科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム｣ 

２０２３年度 応募数および採択数 

 

○ 応募数および採択数 

 応募 面接 採択 採択率 

研究開発プロジェクト ２１ ７ ３ 

１５．８％ 

プロジェクト企画調査 １７ ５ ３ 

○ 女性が研究代表者となっている課題の数 

 応募 面接 採択 

研究開発プロジェクト ５ １ ０ 

プロジェクト企画調査 ２ １ ０ 

○ 研究代表者所属 

 国立大 公立大 私立大 
国立研究

開発法人 
公益法人 民間企業 ＮＰＯ 自治体 その他 合計 

応募数 ２５ ２ ８ １ ０ ０ ０ ０ ２ ３８ 

面接数 ８ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ １２ 

採択数 ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ６ 

○ 応募の地域別内訳（研究代表者所属） 

 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

応募数 ０ ２ １８ ５ ９ ２ ０ ２ 

○ 研究代表者の専門分野別            （ｅ－Ｒａｄの研究分野・区分による） 

 ライフ 情報 環境 
ナノテク 

･材料 

エネル

ギー 

もの 

づくり 

社会 

基盤 

フロン

ティア 

自然科学 

一般 

人文 

･社会 
その他 

応募数 ５ １ １ １ ０ ０ １ ０ １ ２２ ６ 
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｢科学技術の倫理的・法制度的･社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム｣ 

評価者一覧 

 

 氏名 所属・役職 

プログラム 

総括 
唐沢 かおり 東京大学 大学院人文社会系研究科 教授 

プログラム 

アドバイザー 

大屋 雄裕 慶應義塾大学 法学部 教授 

四ノ宮 成祥 防衛医科大学校 学校長 

中川 裕志 
理化学研究所 革新知能統合研究センター  

社会における人工知能研究グループ チームリーダー 

西川 信太郎 
株式会社グローカリンク 取締役／ 

日本たばこ産業株式会社 Ｄ－ＬＡＢディレクター 

納富 信留 東京大学 大学院人文社会系研究科 教授 

野口 和彦 
横浜国立大学 先端科学高等研究院  

リスク共生社会創造センター 客員教授 

原山 優子 東北大学 名誉教授 

水野 祐 
シティライツ法律事務所 弁護士／ 

九州大学 グローバルイノベーションセンター 客員教授 

山口 富子 国際基督教大学 教養学部 教授 

（五十音順、所属・役職は２０２３年９月現在） 
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｢科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム｣ 

２０２３年度提案募集概要 

 

１．研究開発プログラムの目標 

 本プログラムは、科学技術が人や社会と調和しながら持続的に新たな価値を創出する 

社会の実現を目指し、倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）を発見・予見しながら、

責任ある研究・イノベーションを進めるための実践的協業モデルの開発を推進します。 

 

２．募集期間 

２０２３年４月６日（木）～６月７日（水）正午 

 

３．研究開発期間・規模 

（１）研究開発プロジェクト 

  研究開発期間：１～３年半 

  研究開発 費：６００～１,２００万円／年（直接経費）程度 

 

（２）プロジェクト企画調査 注） 

  企画調査期間：６ヵ月（単年度） 

  企画調査 費：１５０～３００万円／半年（直接経費）程度 

 

注）将来的に本プログラムへの研究開発プロジェクトの提案・実施につながることが期待され、そ

のために必要な研究開発設計や体制の補完に取り組むことを企図した枠組み。原則として本プ

ログラムの次回公募に応募することを条件とする。 

 

４．研究開発対象 

 本プログラムは、責任ある研究・イノベーションの営みの普及・定着に資する、実践的

協業モデルの創出に向けたＥＬＳＩの研究開発を対象とします。日本社会が抱える課題、

あるいは具体的な新興科学技術を出発点としつつ、国際的な展開・発信を念頭に置いて取

り組むことを重視します。 

 研究開発プロジェクトにおいては、具体的な科学技術のＥＬＳＩ対応への取り組みを基

盤とした研究構想であることを重視します。対象とする新興科学技術の研究開発や事象に

ついて、すでにＥＬＳＩが顕在化し事後的（ｅｘ－Ｐｏｓｔ）だが解決のインパクトが大

きなもの、研究開発の初期段階から予見的（ｅｘ－Ａｎｔｅ）にＥＬＳＩ検討に取り組む

べきもの、すでに社会実装が進んでいる科学技術だがＥＬＳＩ検討が急務なものなど、具

体的な課題設定を求めます。 

 例えば、以下のようなアウトプットが創出されることが期待されます。なお、共創的科

学技術イノベーションの実践や方法論開発に焦点を当てた「ｂ.共創の仕組みや方法論の開

発」については、対象とする科学技術やＥＬＳＩの特性を踏まえ、「ａ.ＥＬＳＩへの具体

的な対応方策の創出」と一体的に取り組むことが望まれます。また、ＥＬＳＩへの取り組

みを基礎付けるために、「ｃ.トランスサイエンス問題の事例分析とアーカイブに基づく将

来への提言」に取り組む提案も歓迎します。 
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ａ. ＥＬＳＩへの具体的な対応方策の創出 

 ・科学技術やＥＬＳＩの特性を踏まえた具体的な対応方策（研究開発の設計指針や境界

条件、評価指標やガイドライン、法制度や標準化のルール形成の提案など）の開発 

ｂ. 共創の仕組みや方法論の開発 

 ・研究開発の上流段階から、科学技術が人や社会に与える影響や倫理的・法制度的課題

を、研究現場に機動的・有機的にフィードバックするための仕組みや方法論の開発 

 ・科学技術コミュニケーションの機能とデザインの高度化のための実証的検証と開発 

ｃ. トランスサイエンス問題の事例分析とアーカイブに基づく将来への提言 

 ・日本社会が直面した過去および現在の顕著なトランスサイエンス問題に関する事例 

分析と課題の抽出、アーカイブ化に基づく、将来への提言と海外に向けた発信 

 

 

５．公募要領、選考スケジュールなどの詳細 

 （提案募集Ｗｅｂサイト） 

 https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/proposal_2023.html 

 （公募要領） 

 https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/files/guideline_elsi2023_jp.pdf 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム（シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

２０２３年度新規採択プロジェクト概要 

〔シナリオ創出フェーズ〕 

新規採択プロジェクト① 

科学的根拠に基づくＰＰＰ／ＰＦＩ道路インフラマネジメント手法の構築と社会実装 

研究代表者：貝戸 清之（大阪大学 大学院工学研究科 准教授） 

協働実施者：川井 晴至（インフロニア・ホールディングス株式会社 総合インフラサービス戦略部 インフラサービス改革室 室長） 

概要 
研究開発への 

参画・協力機関 

特に優先する 

ＳＤＧｓゴール 

【解決すべき社会課題・ボトルネック】 

国内各地で道路インフラの団塊的な老朽化が進行している。しかし、それらの管理者

である公共団体、特に一部の地方自治体では、厳しい予算制約、人的リソースや技術力

の不足から、道路インフラの適切な管理が困難な状況にある。このような状況・課題に

対応するため官民連携（ＰＰＰ／ＰＦＩ）事業が全国で検討されている。官民連携によ

る社会課題解決のために、官民間で合意可能な科学的根拠に基づく管理指標と、それを

用いたマネジメント手法が求められている。 

【提案の概要】 

目視点検データを用いた統計的劣化予測技術（混合マルコフ劣化ハザードモデル）と

費用効率性評価技術（確率的フロンティア分析）を技術シーズとし、公共団体に代わっ

て、民間主導の資金、人材、技術を活用するＰＰＰ／ＰＦＩ事業を加速的に進展させる

ため、科学的根拠に基づく最適維持管理手法、事業導入効果の定量的評価手法を開発・

実装して、インフラ老朽化問題という社会課題の解決を目指す。 

【可能性試験の実施計画】 

２０１６年１０月から道路コンセッション事業が実施されている愛知県有料道路を

フィールドとして、以下に示す３つの実施項目を行う：１）路面性状調査データを用い

た舗装の劣化予測と要因分析、２）ＰＰＰ／ＰＦＩ事業のための最適維持管理計画、３）

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業導入効果の定量的評価。さらに、研究開発の成果を他の自治体での

官民連携事業に展開させるため、ＰＰＰ／ＰＦＩ契約書の雛形やシステムの開発、そし

てその普及・定着のための計画を組み込んだ事業シナリオを策定する。 

 

・大阪大学 大学院工学研

究科 

・インフロニア・ホール 

ディングス株式会社 

・前田建設工業株式会社 

・愛知道路コンセッション

株式会社 

・株式会社ＮＴＴドコモ 

・エヌ・ティ・ティ・コム

ウェア株式会社 

 

別紙４ 
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新規採択プロジェクト② 

複数の運行形態を組み合わせた公共交通サービスの共創支援シミュレーション手法の構築 

研究代表者：金森 亮（名古屋大学 未来社会創造機構 モビリティ社会研究所 特任教授 ） 

協働実施者：今枝 秀二郞（株式会社日建設計総合研究所 都市部門 研究員 ） 

概要 
研究開発への 

参画・協力機関 

特に優先する 

ＳＤＧｓゴール 

【解決すべき社会課題・ボトルネック】 

地方都市では自家用車による移動が大部分を占めており、公共交通による日常生活移動

は相対的に利便性が低い。一方で高齢化に伴う自動車運転免許返納者が増加するため、自

家用車以外での移動環境の確保・改善が必要である。さらに公共交通の運転手不足も顕在

化しつつある。より効率的で地域特性に応じた持続可能な公共交通サービスを自治体、住

民、交通事業者などと共創していくことが求められるが、それを支援するシミュレーショ

ン手法が確立されていない。 

【提案の概要】 

複数の運行形態を柔軟に組み合わせることで、地域特性や利用者ニーズに応じた地方都

市版ＭａａＳのサービス共創支援手法の構築を目指す。具体的には、長野県伊那市の主に

高齢者を対象としたＡＩオンデマンド交通のサービス改善・高度化の検討の一環として、

利用実績データに基づく効率性向上のシミュレーション評価に加えて、複数の運行形態を

組み合わせた動的運用設計を支援するＡＩ技術を開発し、時間帯別Ｄｏｏｒ ｔｏ Ｄｏｏ

ｒのオンデマンド型と定時定路線型などを組み合わせた公共交通サービスの共創支援シ

ミュレーション手法の構築に取り組む。 

【可能性試験の実施計画】 

前半１年間はシミュレーション評価モデルの構築と動的運用設計を支援するＡＩ技術

を開発する。同時に、現状のサービス改善要望や、複数の運行形態を組み合わせるサービ

スの妥当性と実現可能性を、自治体、住民（利用者）、交通事業者などと議論する。後半

１年間では既存の路線バスとＡＩオンデマンド交通を最適化した公共交通サービスの再

設計として、シナリオ作成を行う。さらに他都市への展開可能性として、公共交通サービ

スの共創支援シミュレーション手法によるシナリオ作成の妥当性を把握する。 

 

・名古屋大学 未来社会創

造機構 モビリティ社会

研究所 

・北海道大学 大学院情報

科学研究院 

・株式会社日建設計総合

研究所 

・株式会社未来シェア 

・長野県伊那市 

・群馬県前橋市 

・岩手県紫波町 
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新規採択プロジェクト③ 

移動困難者の回遊・交流・社会参加を実現する公共空間マネジメントＤＸプラットフォームのシナリオ創出 

研究代表者：高取 千佳（九州大学 大学院芸術工学研究院 准教授） 

協働実施者：清水 邦之（福岡市身体障害者福祉協会 会長） 

概要 
研究開発への 

参画・協力機関 

特に優先する 

ＳＤＧｓゴール 

【解決すべき社会課題・ボトルネック】 

日本には４００万人以上の身体障がい者が存在する。超々高齢社会を迎える現在、身

体障がい者や高齢者などの移動困難者が回遊・交流・社会参加を楽しめる空間的社会的

環境整備が不可欠である。公共空間では、①ハード面での障がいの種類・程度などの個

人差への対応の不足、②市民や地域、街の事業者との相互理解・サポート体制の欠如、

③移動困難者が必要な交流・社会参加に必要なサービス情報の不足、④交流不足による

災害時のリスク増大などの課題がある。 

【提案の概要】 

本プロジェクトでは、①個人の障がいの程度や状況に応じた移動抵抗の可視化や最適

ルート提示技術、②ＡＩ人流予測技術、③移動困難者とサポーターのマッチング技術、

④コミュニティー参加型ＤＸツールといった技術シーズを活用し各自治体などのデータ

連携基盤上に搭載可能なＤＸプラットフォーム構築に向けたシナリオ創出を行う。 

【可能性試験の実施計画】 

車椅子センシング・ＡＩカメラを活用し、移動困難者のバリア・快適情報を蓄積し、

個人の状況に応じた回遊ルートを提示するシナリオ、移動困難者と街のサポーターを

マッチングすることで、信頼感を醸成しながら街と人の「思いやり経験値」を可視化す

るシナリオ、街の管理者・事業者による効果的な公共空間の再整備やイベント実施者の

「支援マーク」による適切なサポート提示シナリオを創出し、ＰＤＣＡを実施。平行し

て国内の他地域とも連携し、全国展開・汎用化に向け、移動困難者の回遊・交流・社会参

加が可能となる参加型ＤＸプラットフォームのシナリオを創出する。 

 

・九州大学 大学院芸術工

学研究院 

・九州大学 大学院人間環

境学研究院 

・福岡市身体障害者福祉協

会 

・九州先端科学技術研究所     

・ＮＥＣソリューションイ

ノベータ株式会社 
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〔ソリューション創出フェーズ〕 

新規採択プロジェクト① 

感染症制圧用情報技術の実用化に向けた多施設フィールドトライアル 

研究代表者：奥村 貴史（北見工業大学 工学部 教授） 

協働実施者：佐賀井 祐一（北海道 保健福祉部 感染症対策監） 

概要 
研究開発への 

参画・協力機関 

特に優先する 

ＳＤＧｓゴール 

【解決すべき社会課題・ボトルネック】 

今回のパンデミックにおいて、感染対策の多くは関係者による手作業に担われた。保

健所では、感染経路の解明、検査の手配、隔離や入院調整といったあらゆる過程を人力

が担った。国内感染者数の集計という感染対策の根幹すら、医療機関から地方自治体、

政府へと至る関係者間の手作業により支えられた。そこで、これらの業務負担を軽減し、

感染爆発時においても保健所を中心とした地域の感染症対策を維持し得る情報技術が切

望されてきた。 

【提案の概要】 

本プロジェクトは、感染者より移動・行動情報を効率的に収集し、公衆衛生当局による感

染対策を迅速化する情報技術を実現する。そのために、北大グループによるユーザーイン

ターフェース研究、奈良先端大グループによる文章中の地理空間情報の効率的な抽出研究、

東大グループによる感染リスクの推論処理研究を元に、北見工大グループによって開発した

技術を学内および北見エリアの組織において実地検証する。その上で、北海道庁などと協力

し、北見市内の多施設や道内他地域での実用化に向けた技術評価を行うとともに、さらなる

展開に向けた共通項目および個別項目の検証を進める。 

【他地域への展開想定】 

北見地域での実用化と評価研究を進めた上で、関連学会における研究成果の発表を行

うとともに、感染症危機管理に関わる国内の公的組織や関係団体へと研究成果を広報す

る。これにより、国または地方自治体における施策としての採用を目指し、積極的疫学

調査を中心とした感染対策手段の技術革新を図る。また、公的機関だけでなく、独自に

感染対策を進める医療機関や大規模事業者における感染対策手段としての採用を目指

す。 

 

・北見工業大学 工学部 

・北海道 保健福祉部 

・北海道大学 大学院情報

科学研究院 

・奈良先端科学技術大学院

大学 

・東京大学 大学院人文社

会系研究科 
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新規採択プロジェクト② 

Ｊｅｔ Ｐｅｅｒｓ～村づくり主体形成を支える小水力発電モジュールと多地域連携プラットフォームの開発～ 

研究代表者：村川 友美（株式会社リバー・ヴィレッジ 代表取締役） 

協働実施者：島谷 幸宏（熊本県立大学 緑の流域治水研究室／地域共創拠点運営機構 特別教授） 

概要 
研究開発への 

参画・協力機関 

特に優先する 

ＳＤＧｓゴール 

【解決すべき社会課題・ボトルネック】 

ローカル地域にはさまざまな社会的課題が存在するが、多くの課題の根本的な問題は

関係者の主体性の欠如にある。専門分化や外部化が進んだ社会の仕組みのなかで、個々

の人や集団では課題への取り組み方や他者との連携方法が分からなくなっている。以前

は地域社会に残っていたさまざまな主体が協働して自分達の地域の物事を進める経験は

減少し、経験知として継承されなくなっている。 

【提案の概要】 

地域の水を活用した小水力導入は、地域内外の関係者との調整が必然的に生まれ、地

域の過去を振り返り、現在を把握し、未来を見通しながら計画をする必要があるため、

地域の主体形成に有効な社会技術である。３Ｄプリンターで製造する小型で軽量、安価

なＪｅｔ水車の技術シーズを用いて、人材育成や組織体制整備を含む誰でも導入できる

システムのパッケージを開発し、導入手法をマニュアル化することで、物理的・経済的・

技術的な導入ハードルを飛躍的に下げ、多くの地域で導入可能な主体形成のツールを開

発する。また、複数の地域でプロジェクトを同時進行させ、他地域の取り組みから学び

合う仕組みづくりを行い、情報化して、誰もがアクセスできるプラットフォームを構築

する。 

【他地域への展開想定】 

プロジェクト期間中に多様な地域において展開・定着し得る運営体制の整備・支援手

法の開発を進め、国内外３０地点への連続的な社会実装を試み、地域同士の教え合い学

び合いのプラットフォームを構築する。構築されたプラットフォームの仕組みを活用す

ることで、それぞれの地域がさらに発展的に他地域へと働きかけ、展開の連鎖が発生す

ることを目指す。 

 

・株式会社リバー・ヴィレ

ッジ 

・熊本県立大学 緑の流域

治水研究室 

・九州産業大学 建築都市

工学部 

・九州大学 工学部 流域シ

ステム工学研究室 

・熊本大学 大学院先端科

学研究部 土木建築学部

門 

・第一工科大学 工学部 環

境エネルギー工学科 

・新潟大学 佐渡自然共生

科学センター コミュニ

ティデザイン室 

・兵庫県立大学 自然環境

科学研究所 

・金沢大学 人間社会学域

地域創造学類 

・公立千歳科学技術大学 

理工学部 

・五ヶ瀬自然エネルギー社

中 
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・鞍岡大好き女子会 

・伊万里市炭山集落（炭山

棚田守る会） 

・松隈地域づくり株式会社 

・大人発電農業協働組合 

・三瀬村井手野自治会 

・朝倉に小水力発電を進め

る会 

・御笠まちづくり協議会 

・球磨村神瀬地区、神瀬ふ

るさと再生の集い 

・糸島市白糸集落 エフコ

ープ生活協同組合 

・Ｓｅｅｄｓ ｏｆ ｅｎｅ

ｒｇｙ有限責任事業組合 

・インドネシア西ジャワ州 

チプタゲラ村 

・バンドン小水力アソシエ

ーション（ＡＨＢ） 

・バンドン工科大学（ＩＴ

Ｂ） 
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新規採択プロジェクト③ 

地域ガバナンスに基づく自然資本の適応的管理：地域とセクターをまたいだ共助の創出へ 

研究代表者：森 章（東京大学 先端科学技術研究センター 教授） 

協働実施者：中西 将尚（知床財団 保護管理部 参事） 

概要 
研究開発への 

参画・協力機関 

特に優先する 

ＳＤＧｓゴール 

【解決すべき社会課題・ボトルネック】 

知床半島は、生物多様性の高さゆえ、ユネスコ世界自然遺産に登録されている。しか

し、当地の森林では、土地改変やエゾシカの過剰な植食害をはじめとする脅威および課

題対処に要する人的資金的律速が存在している。当プロジェクトでは、「しれとこ１００

平方メートル運動の森・トラスト」の森林生態系を対象に、科学実証と現場実践に基づ

く「知床モデル」による地域ガバナンスとパートナーシップ（ＳＤＧｓゴール１７）を

軸に、生物多様性を育む原生林への回帰（ＳＤＧｓゴール１５）を実現化する。さらに、

他地域の自然再生事業体と連動して、各地域の「自然資本」の精査と活用（ＳＤＧｓゴー

ル９）を目指す。 

【提案の概要】 

３つの技術シーズに基づく。まずは、対象地で数十年の試行錯誤で精査されてきた森

林再生の現地施業手法である。これにリモートセンシングを併用し、過去から現在まで

の森林再生の成否の定量評価を行う。さらに、森林再生の未来を予測するシミュレーショ

ンを用いて、費用対効果を含む効果的な森林再生シナリオを模索する。これらを軸に、

科学委員会、地元自治体、自然再生支援者、企業などと協働して、科学実証と現場実践

を加速し得る地域ガバナンスの拡充を行う。この「知床モデル」を複数地域に展開する

ことで、地域をまたいだ共助の仕組みを創る。 

【他地域への展開想定】 

「知床モデル」として、「自然の摂理の働く、多種多様な生物のゆりかごとしての天然

林の復元」といった解決策を発信し、同様な自然再生を目指す他地域事業との連携を図

る。現在の自然資本への産業界の関心、企業活動の各情報開示の必要性を鑑みて、知床

をはじめとする自然再生事業体への資金や人的資源が供給され、共有される仕組みを創

る。 

 

・東京大学 先端科学技術

研究センター 

・知床財団 

・北海道斜里町 

・しれとこ１００平方メー

トル運動地森林再生専門

委員会議 

・ダイキン工業株式会社 

ＣＳＲ・地球環境セン 

ター 

・コンサベーション・イン

ターナショナル・ジャパ

ン 

・株式会社アルマダス 

・国際航業株式会社 

・株式会社小笠原グリー  

 ン 

・秋田県藤里町 

・ミュンヘン工科大学 

・東京農業大学 生物産業

学部 

・北海道大学 北方生物圏

フィールド科学センター 

・神戸大学 人間発達環境
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学研究科 

・京都大学 フィールド科

学教育研究センター 

・東京農工大学 農学部 附

属広域都市圏フィールド

サイエンス教育研究セン

ター 
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＜プログラム総括総評＞ 

川北 秀人（ＩＩＨＯＥ［人と組織と地球のための国際研究所］ 代表） 

「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム（シナリオ創出フェーズ・ソリュー

ション創出フェーズ）」は、ＳＴＩを活用して特定の地域における社会課題を解決し、その

成果を事業計画にまでまとめあげて、国内外の複数地域に適用可能なソリューションとし

て提示することを目標としています。 

新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）のパンデミックを経た社会の幕開けに

際して、生活・経済活動のあらゆる局面における社会課題はさらに深刻化していることか

ら、ＳＤＧｓの基本理念である「トランスフォーメーション」、「誰１人置き去りにしない」

に基づき、長期的な視野に立って、さまざまなステークホルダーとともに社会課題解決を

進める必要性は高まっています。 

新型コロナ禍により地域のステークホルダーとの対話や協働が困難であった影響が残る

にも関わらず、２０２３年度は大学をはじめとする研究機関、民間企業、ＮＰＯなどから

計６９件（シナリオ創出フェーズ４７件、ソリューション創出フェーズ２２件）の応募を

いただきました。寄せられた提案はいずれも、ＳＤＧｓにおいて解決の期待される社会課

題としての重要性はもちろん、提案者の課題解決に向けた動機や熱意が強く感じられるも

のばかりでした。選考基準に基づき慎重に書類選考、面接選考を実施した結果、最終的に

計６件（シナリオ創出フェーズ３件、ソリューション創出フェーズ３件）の研究開発プロ

ジェクトを採択しました。 

選考においては、地域の抱える課題への理解・分析がなされていることに加えて、研究

代表者・協働実施者を中心としつつ、さまざまなステークホルダーと共に課題解決を拡充

する体制が構築されているか、技術シーズを社会課題解決に適用する具体的な道筋や、プ

ロジェクト終了後も取り組みを持続的に展開・拡大していくための方策が示されているか

について、特に重視して評価を行いました。 

このたび採択したシナリオ創出フェーズのプロジェクトは、複数の運行形態を組み合わ

せた動的運用設計支援ＡＩ技術を開発し、オンデマンド型と定時定路線型などを組み合わ

せた公共交通サービスを設計する取り組みや、デジタル技術を応用し、障がい者などの移

動困難者が回遊・交流・社会参加を楽しめる環境整備を目指す取り組みなど、いずれも地

域が抱える社会課題解決に向けた独自性のある具体的な構想が示された提案です。 

また、ソリューション創出フェーズの採択プロジェクトは、科学的知見に基づく自然遺

産保全の手法を仕組み化して全国に展開する取り組みや、独自構造の小型水車による小水

力発電システムを核として複数の地域によるコミュニティーを形成し地域間の連携を促す

取り組みなど、ＳＤＧｓ達成の手段として１７目標の１つにも掲げられたパートナーシッ

プを通して、社会課題解決を図るとともに、社会的なインパクトのある成果の創出が期待

されるものです。 

今後プログラムでは、各採択プロジェクトの構成員との戦略会議やサイトビジット、ま

た、共通の問題を議論するプロジェクト横断のワークショップの実施などによる積極的な

ハンズオン支援を通じて、複雑化する地域社会課題を解決するための、ステークホルダー

との共創的な研究開発を推進していきます。採択されたプロジェクトとプログラムマネジ

メントが自ら協働・共創を実践しながら、社会を変革し、強じんで包摂的で持続可能な社

会の実現に資する、イノベーティブな生きた知見を創出することを目指していきます。皆

様には引き続きご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

 （シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

２０２３年度 応募数および採択数 

 

○ 応募数および採択数 

フェーズ 応募 面接 採択 採択率 

シナリオ ４７ ８* ３** 
８．７％ 

ソリューション ２２ ７ ３ 

*選考過程においてソリューション創出フェーズからシナリオ創出フェーズに研究開発フェーズを移行した２課題につい

ては、シナリオ創出フェーズの面接選考会において他のシナリオ創出フェーズ提案課題とともに面接を行った。 

**選考過程においてソリューション創出フェーズからシナリオ創出フェーズに研究開発フェーズを移行し面接選考を

行った２課題のうち、１課題について採択となった。 

○ 女性が主たる参画者となっている課題の数 

（研究代表者もしくは協働実施者のいずれか、もしくは両方が女性の課題） 

フェーズ 応募 面接 採択 

シナリオ ６ ２ １ 

ソリューション ４ ２ １ 

○ 研究代表者所属 

 国立大 公立大 私立大 
国立研究

開発法人 
公益法人 民間企業 ＮＰＯ 自治体 その他 合計 

応募数 ３４ １０ １７ ４ ０ ３ １ ０ ０ ６９ 

面接数 ８ ４ １ １ ０ １ ０ ０ ０ １５ 

採択数 ５ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ６ 

○ 協働実施者所属 

 国立大 公立大 私立大 
国立研究

開発法人 
公益法人 民間企業 ＮＰＯ 自治体 その他 合計 

応募数 ４ １ ８ ０ ２ ２２ １ １４ １７ ６９ 

面接数 ３ １ ２ １ １ ３ ０ ３ １ １５ 

採択数 ０ １ ０ ０ １ ２ ０ ２ ０ ６ 

○ 応募の地域別内訳（研究代表者所属） 
 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 計 

シナリオ ２ ３ ２０ ４ １３ １ ０ ４ ４７ 

ソリューション １ ２ ８ ２ ６ ０ １ ２ ２２ 

計 ３ ５ ２８ ６ １９ １ １ ６ ６９ 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

 （シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

評価者一覧 

 
 氏名 所属・役職 

プログラム 

総括  

関 正雄 
～２０２３年 

８月３１日 

放送大学 客員教授／損害保険ジャパン株式会社 経営企

画部 シニア アドバイザー 

川北 秀人 
２０２３年 

９月１日～ 
ＩＩＨＯＥ［人と組織と地球のための国際研究所］代表者 

プログラム 

総括補佐 

川北 秀人 
～２０２３年 

８月３１日 
ＩＩＨＯＥ［人と組織と地球のための国際研究所］代表者 

奈良 由美子 放送大学 教養学部 教授 

プログラム 

アドバイザー 

浅田 稔 
大阪国際工科専門職大学 副学長／大阪大学 先導的学際

研究機構 共生知能システム研究センター 特任教授 

岩田 孝仁 静岡大学 防災総合センター 特任教授 

河野 康子 一般財団法人日本消費者協会 理事 

竹内 弓乃 特定非営利活動法人ＡＤＤＳ 共同代表 

田中 泰義 毎日新聞社 論説副委員長 

萩原 なつ子 
国立女性教育会館 理事長／ 

ＮＰＯ法人日本ＮＰＯセンター 代表理事 

平田 直 東京大学 名誉教授 

廣常 啓一 

株式会社新産業文化創出研究所 代表取締役所長／ 

帝塚山学院大学 社会連携機構 特任教授／ 

大阪公立大学 大学院都市経営研究科 客員講師 

藤江 幸一 千葉大学 理事 

松崎 光弘 
株式会社エーゼログループ ＣＲＯ 兼 地域共創事業部 

部長／株式会社知識創発研究所 代表取締役 

山内 幸治 
ＮＰＯ法人ＥＴＩＣ． シニア・コーディネーター 兼 

Ｃｏ－Ｆｏｕｎｄｅｒ 

善本 哲夫 立命館大学 経営学部 教授 

（五十音順、所属・役職は２０２３年９月現在） 
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「ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム 

 （シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）」 

２０２３年度提案募集概要 

 

１．研究開発プログラムの目標 

国連が定めた２０３０アジェンダ（我々の世界を変革する：持続可能な開発のための２

０３０アジェンダ）では、「直面する課題」として貧困、飢餓、不平等などのほか、気候変

動、自然災害などが挙げられており、これらへの取り組みが期待されています。 

 同じく２０３０アジェンダでは、情報技術・医学・エネルギーなど幅広い分野における

科学技術イノベーション（ＳＴＩ）は人間の進歩を加速化させ、デジタルデバイドを埋め、

知識社会を発展させる大きな潜在力を持つ旨が主張されています。科学技術イノベーショ

ンは重要な実現手段として位置付けられており、目標達成に向けた貢献が求められていま

す。 

 ２０３０アジェンダには、「誰１人置き去りにしない（Ｎｏ ｏｎｅ ｗｉｌｌ ｂｅ ｌｅ

ｆｔ ｂｅｈｉｎｄ）」という基本理念のもと、１７の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Ｓ

ｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ）と１６９のターゲットが掲

げられています。このＳＤＧｓの達成に向けて、社会課題を特定し科学技術イノベーショ

ンを手段とした解決策を創出するには、「社会課題に国内の地域で取り組んでいる人」と「自

らの技術シーズを社会課題への取り組みに活用したい人」が手を組み研究開発を行うこと

が重要と考えます。本プログラムでは両者の共創による研究開発を推進します。 

 本プログラムでは、研究開発の提案を募集し、研究開発プロジェクトとして選定します。

プロジェクトでは、地域における社会課題を特定し、その解決策を実証するとともに、プ

ロジェクト終了後に解決策を実現するための事業計画を策定します。この解決策と事業計

画を合わせてソリューションとし、ソリューションを創出することを目標とします。 

 本プログラムにより創出されたソリューションは、社会課題に取り組む人たちが引き継

ぎ、特定地域への解決策の定着を図り、さらには海外を含め他地域へ展開する活動を通じ

て地域レベルでの実績を積み重ね、ＳＤＧｓの達成につなげることを期待します。 

 

２．研究開発の対象とフェーズ 

本プログラムでは、国内の地域における具体的な社会課題を対象として、ソリューショ

ンの創出までの研究開発を行います。研究開発の進捗（しんちょく）に応じて適切な支援

を行うため、シナリオ創出、ソリューション創出の２つのフェーズを設定します。いずれ

のフェーズにおいても、目指すべき姿を描き、その姿から立ち戻って現時点から計画を立

てるバックキャスティングの手法を採用します。 

 ＜シナリオ創出フェーズ＞ 

具体的な社会課題に取り組むために、対話・協働を通じて地域における社会課題の特徴

を抽出してボトルネックを分析・明確化します。社会課題を解決する新たな社会システム

を想定して、技術シーズを活用した解決策を検討し、地域における可能性試験を実施しま

す。さらに、可能性試験により得られたエビデンスを基にロードマップを作成し、２０３

０年度までに他地域への展開を実現しＳＤＧｓを達成するための「構想」を創出するフェー

ズです。 

 ＜ソリューション創出フェーズ＞ 

２０３０年度までに他地域にも展開してＳＤＧｓを達成する構想に基づき研究開発を行

い、特定の地域での実証試験を経て社会課題の解決策の有効性を示し、併せて、海外を含
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め他地域に展開するための適用可能条件や環境設定も提示します。並行して、プロジェク

ト終了後の自立的継続のための計画（事業計画）の策定および計画実行の準備を行うフェー

ズです。この事業計画は、協働実施者を中心に実行することを想定しています。 

  

３．提案者の要件 

  次の２名の連名で提案してください。 

   ・研究開発の責任者（研究代表者） 

・社会課題に取り組む当事者の代表（協働実施者） 

  研究代表者と協働実施者の２名が中心となってプロジェクトを推進してください。 

 

４．研究開発期間・規模 

 シナリオ創出フェーズ ソリューション創出フェーズ 

研究開発実施期間 原則２年 原則３年 

研究開発費 
（直接経費） 

６００万円／年 程度上限 １，９００万円程度／年 程度上限 

 

５．募集期間 

  ２０２３年４月６日（木）～６月７日（水）正午 

 

６．公募要領、選考スケジュールなどの詳細 

 （提案募集Ｗｅｂサイト） 

https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/proposal_2023.html 

 （公募要領） 

 https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/files/guideline_solve2023_jp.pdf 
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社会技術研究開発事業の実施状況（２０２３年度） 

領域・プログラム名称 総括 

研究開発プロジェクト採択数 

2011 

(H23) 

2012 

(H24) 

2013 

(H25) 

2014 

(H26) 

2015 

(H27) 

2016 

(H28) 

2017 

(H29) 

2018 

(H30) 

2019 

(R01) 

2020 

(R02) 

2021 

(R03) 

2022 

(R04) 

2023 

(R05) 

ＳＤＧｓの達成に向けた 

共創的研究開発プログラム 
（情報社会における社会的側面からのトラスト形成） 

湯淺 墾道 
明治大学 公共政策大学院 専任教授 

            
選
考
中 

ＳＤＧｓの達成に向けた 

共創的研究開発プログラム 
（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築）

浦 光博 
追手門学院大学 教授／ 

広島大学 名誉教授 
                    ７ ６ ３ 

科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題 

（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム 

唐沢 かおり 

東京大学 大学院人文社会系研究科 

教授 
                  ６ ５ ６ ３ 

ＳＤＧｓの達成に向けた 

共創的研究開発プログラム 
（シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ） 

関 正雄（～８／３１） 
放送大学 客員教授／損害保険 

ジャパン株式会社 経営企画部 

 シニア アドバイザー 

川北 秀人（９／１～） 
ＩＩＨＯＥ［人と組織と地球の 

ための国際研究所］ 代表 

                １０ １２ ８ ８ ６ 

「人と情報のエコシステム」研究開発領域 
國領 二郎 

慶應義塾大学 総合政策学部 教授           ５ ６ ７ ６ - - - - 

科学技術イノベーション政策のための科学 

研究開発プログラム 

山縣 然太朗 

山梨大学 大学院総合研究部  

医学域社会医学講座 教授 
６ ５ ５ ５ - ３ ４ ４ ５ ５ ７ ４ - 

（件数は研究開発プロジェクトの採択件数。プロジェクト企画調査を除く） 

参考１ 


